
汚染土壌再利用とIAEA報告書の問題点

放射能拡散に反対する会
放射能ゴミ焼却を考えるふくしま連絡会

和田央子

放射線防護の民主化フォーラム 2024.11.3
放射能に汚染された水や土壌をどうすればよいのか?

中央と右写真：浜通り仮仮置き
場 2015年8月4日



フレコンバッグが水浸し ずさんな管理実態

波倉仮置き場（仮設焼却炉隣）2014年9月23日

伊達地方衛生処理組合2014年4月22日

2019年10月12日、台風19号でフレコンバッグが河川に少なくとも
11袋流出。仮置き場内もぐちゃぐちゃ。小泉環境大臣（当時）は参議院
予算委員会で「回収されたものは容器に破損はなく、環境への影響は
ない」（朝日新聞デジタル 三浦英之2020年1月20日）

環境省

自治体



2020年 1月 汚染土再利用の第1回省令改正案パブコメ（2,854件のうち大半が反対意見）

2022年12月 所沢市、新宿御苑で除去土壌再生利用実証事業の説明会開催

2024年度中 省令案、ガイドライン策定 第2回省令案パブコメ実施予定

中間貯蔵施設事業の経過

3月 中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送を開始

2016年 12月 南相馬市小高区東部仮置場での除去土壌再生利用実証事業開始

2017年 10月 中間貯蔵施設内の土壌貯蔵施設への貯蔵開始

2018年 11月 飯舘村長泥地区での除去土壌再生利用実証事業開始

2011年 3月 東日本大震災・原子力災害発生

8月 放射性物質汚染対処特措法公布

11月 同法 基本方針が閣議決定（除去土壌の再生利用を検討する）

2012年 7月 （面的）除染開始

2013年12月 国が中間貯蔵施設の設置及び既存の管理型処分場の活用の受入れを要請

2014年 9月 福島県知事が中間貯蔵施設の建設受入れを容認

11月 「日本環境安全事業株式会社法（JESCO法）」の改正案が成立（30年以内に福島県外で
の最終処分：2045年3月末終了予定）

2015年 2月 福島県、大熊町・双葉町及び環境省との間で、中間貯蔵施設の周辺地域の安全確保等に
関する協定を締結



若者をターゲットとした理解醸成活動
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上： 環境省出張講義

右： 放射線リスクコミュニケーション相談員
支援センター（公益財団法人原子力安全研究協会
が環境省より委託）

若者をターゲットとした理解醸成活動



アンケート結果で成果を強調（⇒「WEB調査」の公平性・信頼性に疑問）

戦略検討会 地域WG
資料1-2
除去土壌等の再生利用
及び最終処分に係る検
討状況について
2024年10月31日
環境省



福島県とIAEA協力覚書（2012年）

IAEA緊急時対応能力研修センター（環境創造センター内2013年）



環境省とIAEAの専門家会合について

1. 福島第一原子力発電所事故後の環境回復に関するIAEA・環境省専門家会
合（2016年～2017年開催） 計４回

2. 除去土壌の再生利用等に関するIAEA専門家会合（2023年）計３回開催

3. ２．の最終報告書（2024年９月10日）

• 環境省からIAEAに対し2,800万円（2024年度）ほどを毎年拠出

• 会合はすべて非公開

• 議事録は「不存在」のため非開示

理由は「最終処分や再生利用の取り組みに関し、社会的あるいは、技術的な
観点から、国際的な評価とか、助言をいただきたいとの趣旨で環境省から依頼
しIAEAが主催する会議であり、議事録は作成していないがサマリーレポートと
いう形で公開している」



IAEA最終報告書
環境省有識者会議（中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術
開発戦略検討会／各ワーキンググループ）



「再生利用」⇒「復興再生利用」に改める

＜復興再生利用の定義＞

○復興再生利用とは、東京電力福島第一原子力発電所の事故による災害からの日本
の復興に資することを目的として、 実施や管理の責任体制が明確であり、継続的かつ
安定的に行われる公共事業等において、適切な管理の下で、盛土等の用途のために再
生資材化した除去土壌を利用（維持管理することを含む）すること。
※ なお、復興再生利用はいわゆる「クリアランス制度」とは明確に区別されるものであり、 「クリア

ランス制度」と違って、 あくまで公共事業等において飛散・流出防止対策などの適切な管理の下で
再生資材化した除去土壌を利用することを意味する。

〇8,000Bq/kg以下の除去土壌について再生資材化する。

〇上部は、道路や農地をはじめとして多様な用途が想定される。

＜最終処分の定義＞ 除去土壌等（必要に応じて減容処理したものを含む）について、
処分場所を確保して、埋め立て、維持管理を行うこと。

「放射性物質汚染対処特措法」除染実施者が除去土壌の処理を行う
福島県内は国（環境省）、福島県外は市町村



除去土壌の再生利用・最終処分における放射線防護の考え方等について

１．検討の前提

東京電力福島第一原子力発電所事故後、放射性物質汚染対処特措法に基づ

き除染を実施し、それにより生じた除去土壌を対象とした再生利用・最終処

分の方法について検討中。除去土壌の再生利用・最終処分における一般公衆

の追加被ばくについて、

・事故後の対応であることを踏まえ、現存被ばく状況における参考レベル （1～
20mSv/年）

・計画被ばく状況における公衆被ばくの線量限度（1mSv/年）

の両方を勘案し、1mSv/年を超えないこととする。（これは、現存被ばく状況

における参考レベルのバンド（1～20mSv/年）の下方値であり、同時に計画被

ばく状況における線量拘束値の上限値（1mSv/年））

• 再生利用については、特別な放射線障害防止措置を講じることなく行う

ことを想定していることから、作業者も一般公衆扱いと整理し、追加被

ばく線量が1mSv/年を超えないようにする。

中間貯蔵施設における除
去土壌等の再生利用方策
検討ワーキンググループ
（第7回）合同WG 資料
３ 2024年9月17日





正味の便益

合理的に達成できる最高レベルの安全



「最適化」＝覆土の厚さ

中間貯蔵施設における除
去土壌等の
再生利用方策検討ワーキ
ンググループ（第6回）
資料２
2024年6月12日（水）



中間貯蔵施設における除
去土壌等の
再生利用方策検討ワーキ
ンググループ（第6回）
資料２
2024年6月12日（水）

「最適化」＝覆土の厚さ



災害発生時も追加被ばくは１m㏜以下

中間貯蔵施
設における
除去土壌等
の再生利用
方策検討
ワーキング
グループ
（第7回）
合同WG 資料
7-1 2024年9
月17日

１） 戦略検討会での審議
第4回戦略検討会で、万一、津波等の災害により構造物の大規模な破損等が生じた場合であっても、想定したケースに
ついて一般公衆及び作業者の追加被ばく線量はいずれも1mSv/y以下となる結果について議論。
２） IAEA専門家会合での評価・助言（仮訳）
除去土壌の再生利用の期間中の潜在的な自然災害による放射線リスクは高くないと考えられるものの、放射線管理
（例：モニタリング）や大雨、台風などによる土壌流出の防止に関する心配に対処することが必要となるだろう。
３） 国際放射線防護委員会2007年勧告
ICRP(Pub.103)では、計画被ばく状況における公衆被ばくに対しては、限度は実効線量で年１mSvとして表される
べきであると委員会は引き続き勧告する。しかし、ある特別な事情においては、定められた5年間にわたる平均が年１
mSvを超えないという条件付きで、年間の実効線量としてより高い値も許容される

復旧作業は３か月、
着手までの期間は
示されていない



その他検討中の項目(IAEAからの指摘事項）

• 環境省の規制機能の独立性

• 再生利用と最終処分の管理期間と終了後の措置

• 異常時の環境省への通報・報告・意思決定の手順

• ステークホルダーの関与の明示

• 再生利用と最終処分の便益（雇用、地域インフラへの投資、持続可能な未来の
ために道徳的・環境的に「正しいことをする」というより広範な社会的便益

（全体としての印象）

環境省と関係者（公共事業等の実施者（自治体等）・施設管理者・土地所有者・そ
の他利害関係者等）間での密室「協議」による決定事項が多くを占める可能性



放射能拡散に反対する会 活動履歴

• 2023年10月 放射能拡散に反対する会結成

• 2024年1月31日 国際原子力機関（IAEA）専門家会合（第３回）公開を求める
要望書提出（呼びかけ5団体、賛同29団体）

• 同2月 オンライン署名 放射能をバラまく汚染土再利用に反対！開始

• 同4月5日 第1回環境省ヒアリング

• 同5月28日 オンライン学習会「止めるなら今！あなたのまちに放射能汚染
土がやってくる」（約150名）

• 同6月14日 19,413筆の署名提出と第2回環境省ヒアリング

• 同8月30日 第3回環境省ヒアリング

• 同9月18日 第2回オンライン学習会「汚染土再生利用は安全なのか？実証
事業の実態を暴く！」（142名）



除染作業で生じた放射能汚染土を拡散しよう
とする環境省とIAEAに抗議します

抗議声明はちくりん舎ＨＰをご覧ください
http://chikurin.org/wp/?p=7292

賛同団体・個人募集中 11月10日まで

【放射能拡散に反対する会】 levelzero@earth.email.ne.jp



ご清聴ありがとうございました
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